
畜 産 振 興 課

【主な所掌事務】

（調整・畜政・経済チーム） （生産振興チーム） （家畜衛生チーム）

・秋田牛ブランドの推進 ・肉用牛・酪農の生産振興 ・家畜衛生・家畜伝染病予防

・比内地鶏の振興・認証制度 ・大規模肉用牛団地の支援 ・獣医事・薬事

・養豚振興 ・家畜の改良・増殖、種雄牛造成 ・獣医師職員確保対策

・畜産クラスター事業 ・畜産公共事業 ・家畜排せつ物対策

・畜産物の輸出促進 ・耕畜連携の促進

・畜産経営安定対策 ・飼料作物の増産

・畜産関係制度資金 ・養蜂振興





事 業 名 畜産環境総合整備事業 担 当 生産振興チーム

事業年度 平成22～ 事業主体 県、（公社）秋田県農業公社 当初予算額 176,942 千円

６月補正後 180,942 千円

事 総合的な畜産経営の環境整備を行い、家畜排せつ物のリサイクルシステムを構 財 国 庫 166,505 千円

業 築することにより、畜産に起因する環境汚染の防止と畜産経営の合理化を促進す 源 一 般 14,437 千円

目 るとともに、良質な堆肥を耕種農家等へ還元し、地域農業の持続的な発展を図 内

的 る。 訳

実 １ 事業実施計画策定事業【６月補正】

施 当 初 －

内 →補正後 4,000千円（○2,000千円、○2,000千円）国 一

容 令和８年度から資源リサイクル事業の実施を計画している地区での事業実施計画の策定及び計画策定に必要な

調査等を実施する。

（１）実施地区 羽後４期地区（羽後町）

（２）策定主体 県

（３）事 業 費 家畜排せつ物処理施設の事業計画書作成

（４）補 助 率 国50％以内、県50％以内

２ 畜産環境総合整備事業 176,942千円（○164,505千円、○12,437千円）国 一

将来にわたり畜産主要産地として発展が期待される地域において、総合的な畜産経営の環境整備を行い、家畜

排せつ物のリサイクルシステムを構築することにより畜産に起因する環境汚染の防止と畜産経営の合理化を促進

し、併せて、家畜排せつ物のリサイクルにより生産された良質な堆肥を耕種農家へ還元し、地域農業の持続的な

発展を図る。

（１）実施地区 美郷３期地区（美郷町）、由利本荘２期地区（由利本荘市）、羽後３期地区（羽後町）、

湯沢地区（湯沢市）

（２）実施期間 美郷３期地区：令和４～７年度、由利本荘２期地区：令和５～９年度

羽後３期地区：令和７～10年度、湯沢地区：令和７～10年度

（３）事業内容

①美郷３期地区（ストックマネジメント）

ア 袋詰め装置等（改修工事）

イ 事業主体事務費（（公社）秋田県農業公社）

ウ 県事務費

②由利本荘２期地区（ストックマネジメント）

ア 堆肥処理施設（改修工事）

イ 事業主体事務費（（公社）秋田県農業公社）

ウ 県事務費

③羽後３期地区（ストックマネジメント）

ア 堆肥処理施設（改修工事）

イ 事業主体事務費（（公社）秋田県農業公社）

ウ 県事務費

④湯沢地区（ストックマネジメント）

ア 堆肥処理施設（改修工事）、測量設計費

イ 事業主体事務費（（公社）秋田県農業公社）

ウ 県事務費

（４）補 助 率

①事業費 国50％以内

②事業主体事務費 県10／10以内
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事 業 名 畜産制度資金融通助成事業 担 当 調整・畜政・経済チーム

事業年度 昭和63～令和32 事業主体 融資機関（農協）等 当初予算額 108 千円

事 畜産農家に制度資金を融通した融資機関に対して、利子補給金を交付し農家負 財 一 般 108 千円

業 担を軽減することにより畜産農家の経営の安定を図るとともに、保証の円滑化を 源

目 促進するため、代位弁済する保証機関に対し、助成を行う。 内

的 訳

実 １ 特別支援資金利子補給事業 74千円（○74千円）一

施 （１）畜産経営維持緊急支援資金

内 ①対象となる貸付 平成21～22年度分（利子補給期限：令和16～17年度）

容 ②貸 付 条 件 償還期間15～25年（うち据置期間３～５年）、利子補給率0.06％

③利子補給見込額 49,887円（県 → 融資機関）

④利子補給対象金融機関数 ５ＪＡ

（２）畜産経営改善緊急支援資金

①対象となる貸付 平成27年度分（利子補給期限：令和23年度）

②貸 付 条 件 償還期間25年（据置期間なし）、利子補給率0.06％

③利子補給見込額 18,360円（県 → 融資機関）

④利子補給対象金融機関数 １ＪＡ

（３）大家畜・養豚特別支援資金

①貸付実行期間 令和７年度

②貸 付 条 件 償還期間15～25年（うち据置期間３～５年）、利子補給率0.06％

③利子補給見込額 5,000円（県 → 融資機関）

（令和７年新規貸付分１億円に対する利子補給見込額＝100,000千円×0.06％×１／12月＝５千円）

※債務負担行為の設定

融資元本１億円に対する利子補給金 930千円（令和８～32年度）

２ 県事務費（指導事務費） 34千円（○34千円）一
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事 業 名 畜産経営改善指導事業 担 当 調整・畜政・経済チーム

生産振興チーム

家畜衛生チーム

事業年度 平成20～ 事業主体 県 当初予算額 16,438 千円

事 畜産農家の経営改善を図るともに、畜産振興に関する諸指導事業を推進する。 財 使用料 595 千円

業 源 財 産 1,464 千円

目 内 諸収入 8,406 千円

的 訳 一 般 5,973 千円

実 １ 畜産振興諸指導事業 12,024千円（○595千円、○1,464千円、○8,406千円、○1,559千円）使 財 諸 一

施 畜産振興に係る諸指導事業等に要する経費

内 ＜歳入内訳＞

容 （１）使用料・手数料

①家畜商免許等手数料５件

②みつばち転飼許可手数料245カ所

③牛ＥＴ師免許証の交付申請手数料10件

④家畜市場登録証書換手数料１件、ふ化業者登録手数料１件

（２）財産収入

①土地貸付収入（旧固形粗飼料生産利用試験用地、旧ぶな森牧場用地）

（３）諸収入

①受託事業収入

ア 畜産業振興事業補助業務委託

イ 加工原料乳生産者補給金交付業務委託費

ウ 肉用子牛生産者補給金等事務委託費

エ 畜産振興補助事業補助業務委託費

オ 畜環リース事業推進業務委託費

カ 種畜検査受託事業収入

②雑入

ア 牛ＥＴ師講習会受講料

イ 雇用保険料個人負担分

ウ 大潟村土地改良区負担金

２ 自給飼料対策指導事業 451千円（○451千円）一

（１）地域に適した草種・品種の選定のための調査、奨励品種の展示ほ等を使った技術指導等を実施

（２）飼料安全法に基づいた立入調査・巡回指導及び流通飼料の検査を実施

３ 畜産経営改善促進事業 3,963千円（○3,963千円）一

畜産農家の経営体質の強化を図るため、経営感覚に優れた効率的で生産性の高い経営体の育成を推進する。

（１）実践支援チームの組織化と畜産経営に対する支援指導の実施

①実践支援チーム設置委員会の開催

②個別経営体診断指導や相談窓口の設置等

（２）畜産関係情報のデータベース化と情報提供体制の整備

①インターネットなどを活用した各種情報体制の整備

②畜産経営と技術情報等のデータベース化

（３）委託先 （公社）秋田県農業公社
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事 業 名 比内地鶏生産販売強化事業 担 当 調整・畜政・経済チーム

事業年度 平成20～令和10 事業主体 県 当初予算額 8,495 千円

事 比内地鶏のトップブランドとしての地位確立のため、ブランド認証制度を適切 財 財 産 1,356 千円

業 に運用すると共に、生産性向上と産地の振興に向けた取組を進める。併せて、長 源 一 般 7,139 千円

目 期的な生産体制の維持・拡大と生産コストの低減を図るため、初生雛の新たな性 内

的 判別法確立に向けた取組を行う。 訳

実 １ 比内地鶏ブランド強化推進事業 1,051千円（○1,051千円）一

施 比内地鶏ブランドに対する消費者等の信頼に応え、ブランドの優位性を維持するために立入検査やＤＮＡ識別

内 検査等を行い、「秋田県比内地鶏ブランド認証制度」を適切に運用する。

容 （１）認証制度推進事務

①申請受付、現地調査、認証票交付等

②自己点検としてＤＮＡ識別の実施

県内認証施設、東京等の店頭からのサンプリング：60検体

（２）ブランド認証推進委員会の運営、協議会の活動推進

総会及び研修会の開催

２ 羽性鑑別基礎種鶏群作出事業 3,900千円（○1,356千円、○2,544千円）財 一

比内地鶏の長期的な生産体制の維持・拡大と生産コストの低減に向けて、初生ひなの性別を羽根の長短により

簡易に判別できる素雛を生産するため、種鶏を改良する。

（１）基礎種鶏群作出のための遺伝子解析等

種鶏群が有する羽根の発育性に関与する遺伝子解析等

（２）基礎種鶏群の飼養管理

飼育に要する飼料費等

３ 比内地鶏産地振興対策強化事業 3,544千円（○3,544千円）一

マーケティング調査結果等を踏まえ、今後も継続的に産地が発展していくため、生産から流通販売に係る対策

を強化する。

（１）暑熱対策への指導強化

①遮光資材の活用や屋根散水・送風などによる対策の実証（５か所）

②現地研修会による技術の普及

（２）販売流通対策支援

①対 象 者 県内比内地鶏販売事業者等

②助成対象 新商品開発等に要する経費（消費・賞味期限延長、オス肉活用、バイヤー招聘、新商品開発）

③補 助 率 １／２以内
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事 業 名 秋田県獣医師職員確保対策事業 担 当 家畜衛生チーム

事業年度 平成22～ 事業主体 県、中央畜産会、秋田県農業共済組合等 当初予算額 23,137 千円

事 本県の獣医師職員が不足しているため、県内の高校生や獣医学生等に対し、本 財 一 般 23,137 千円

業 県への就職を条件とした修学資金を給付し、職員を確保する。また、県内におけ 源

目 る産業動物獣医療業務の効率化を図り、獣医療体制を強化する。 内

的 訳

実 １ 地域枠産業動物獣医師養成確保事業 10,468千円（○10,468千円）一

施 県の選考試験で選抜した高校３年生に対し、獣医大学の地域枠推薦入学試験に係る知事の推薦を与えるととも

内 に、その大学合格者に対し、大学卒業後に産業動物獣医師として本県農林水産部へ一定期間勤務することを条件

容 に、入学金及び修学資金を給付する。

（１）「地域枠産業動物獣医師修学資金」負担金

（公社）中央畜産会が「獣医師養成確保修学資金給付事業」を活用し、獣医大学の地域枠推薦入学試験に合

格した高校３年生に対し、入学金等（上限1,750千円）を給付する。また、大学在学中の６年間を通じて修学

資金（上限月額180千円）を給付する。

県は、本事業の周知募集、地域枠推薦者選考試験の実施及び事業実施主体に対する負担金を負う。負担率

は、事業実施主体と県が１/２ずつ。

①事業実施主体 （公社）中央畜産会

②入学金等 高校生２名（新規）

③修学資金 大学生８名（継続）

（２）高校生に対する産業動物獣医師のＰＲ等

県内の高校生に対し農林水産部の獣医師職員の業務や修学資金制度についてＰＲし活用を推進する。

２ 獣医師修学資金給付事業 10,820千円（○10,820千円）一

獣医学科に在学中の大学生に対し、大学卒業後に獣医師として本県に一定期間勤務することを条件に修学資金

を貸与する。

（１）「産業動物獣医師修学資金」補助金

秋田県農業共済組合が「産業動物獣医師修学資金給付事業」を活用し、産業動物獣医師として本県農林水産

部又は秋田県農業共済組合への勤務を希望する大学生に対し、修学資金（上限月額180千円）を給付する。

県は、本事業の周知募集及び事業実施主体に対する補助金の支払いを行う。県の補助金割合は１／２、本県

への勤務を希望する大学生に対する給付の場合に補助する。

①事業実施主体 秋田県農業共済組合 （令和７年度より事業主体変更）

②修学資金（12か月×新規１名）

（２）「秋田県獣医学生修学資金」貸与

「秋田県獣医学生修学資金貸与条例」により、大学卒業後に獣医師として本県生活環境部又は農林水産部に

勤務することを条件として、大学生に対し、修学資金（上限月額180千円）を貸与する。

①事業実施主体 県

②修学資金 継続１名×12か月＋新規３名

（３）県単独地域枠修学資金制度

「秋田県獣医学生修学資金貸与条例」により、県の選考試験で選抜した高校３年生に対し、獣医大学の地域

枠推薦入学試験に係る知事の推薦を与えるとともに、その大学合格者に対し、大学卒業後に獣医師として本県

に一定期間勤務することを条件に、入学金等（上限875千円）を貸与する。また、大学在学中の６年間を通じ

て修学資金（上限月額180千円）を貸与する。入学金等は、大学入学後の最初の修学資金と同時に貸与する。

①事業実施主体 県

②推薦枠 １名（令和７年度選考試験による令和８年度大学入学者が対象）

③修学資金、入学金等 ０名（令和６年度の県選考試験に申込なく、令和７年度は利用者なし）

３ 受験者確保対策事業 1,849千円（○1,849千円）一

獣医大学の学生等に対し獣医師職員の業務の意義や魅力を多方面からＰＲし、本県への就職を誘引する。

（１）インターンシップ参加支援（職場実習受入）

（２）獣医大学への事業ＰＲ、学生のフォローアップ

（３）採用試験の実施

（４）高校生向け体験研修（農林水産部・生活環境部 各１回）

（５）小・中学生向け出前講座

（６）採用試験等ｗｅｂ広告制作・配信
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事 業 名 秋田牛ブランド推進事業【地域活性化対策基金】 担 当 調整・畜政・経済チーム

事業年度 令和４～ 事業主体 県、ブランド推進協議会 当初予算額 12,526 千円

６月補正後 13,526 千円

事 オール秋田の県産牛ブランド「秋田牛」の有利販売とトップブランドとしての 財 繰入金 12,526 千円

業 地位を確立するため、県内外における販売力強化に取り組むとともに、タイ及び 源 一 般 1,000 千円

目 台湾向け輸出の促進を図る。 内

的 訳

実 １ 秋田牛ブランド推進事業 6,669千円（○6,669千円）入

施 県内外において秋田牛の販売力強化を図るとともに、品質向上によるブランド力強化に取り組む。

内 （１）首都圏等県外における販売力強化

容 大手食肉事業者等を対象としたトップセールス、量販店におけるキャンペーン、量販店バイヤー・飲食店関

係者等を対象とした産地招聘等の実施

（２）県内事業者の販売力強化

県内事業者等による販路拡大、学校給食への牛肉提供に係る取組等について支援

①事業主体 民間事業者、秋田牛ブランド推進協議会

②補 助 率 １／２以内

（３）秋田牛の品質向上によるブランド力の強化

①秋田牛枝肉共励会の開催（年２回：夏季、冬季）

②肉用牛情報（秋田牛便り）の発信等

２ 秋田牛輸出推進事業 4,548千円（○4,548千円）入

タイ・台湾での輸出拡大に向けた、トップセールス、秋田牛の認知度向上・販路拡大を目指したプロモーショ

ン、カット技術講習会を実施する。

（１）タイ向け輸出の拡大対策

①現地レストラン関係者等を招へいしたカット技術講習会の開催（１回）

②現地消費者を対象にしたプロモーションの開催（１回）

（２）台湾向け輸出の拡大対策

①トップセールス（１回）

②観光と連携したイベントでの秋田牛ＰＲの実施（１回）

３ 秋田の畜産魅力発信事業【６月補正】

当 初 1,309千円（○1,309千円）入

→補正後 2,309千円（○1,309千円,○1,000千円）入 一

畜産物理解醸成イベントを開催し、県産畜産物への消費者の理解醸成を図り、県産畜産物の消費拡大に係る

取組を支援する。

（１）県産農畜産物理解醸成イベントでの秋田牛の魅力発信

①イベントにおける秋田牛の魅力発信、試食提供

②第100回秋田県畜産共進会での畜産物理解醸成イベントの開催

〔上記のほか、Ｒ７.２月補正で措置〕

秋田牛輸出促進コンソーシアム推進対策事業 19,897千円（○19,897千円）国

更なる輸出拡大による生産者の収益性やブランドに対する訴求力の向上を図るため、秋田牛の台湾輸出

拡大のためのプロモーション活動等への取組を支援

（１）事業主体 秋田牛輸出促進コンソーシアム

（２）補 助 率 定額

- 92 -



事 業 名 肉用牛肥育経営維持拡大対策事業 担 当 生産振興チーム

事業年度 平成26～令和９ 事業主体 農業協同組合等 当初予算額 6,120 千円

事 子牛価格や配合飼料価格の高騰による肥育農家の負担軽減を図るため、ＪＡ等 財 一 般 6,120 千円

業 が行う肥育牛預託の無利子化等への取組に対し支援する。 源

目 内

的 訳

実 １ 肉用牛肥育経営維持拡大対策事業 6,120千円（○6,120千円）一

施 （１）事業主体 ８農協等

内 （ＪＡかづの、ＪＡ秋田しんせい、ＪＡ秋田おばこ、ＪＡ秋田ふるさと、ＪＡこまち、

容 ＪＡうご、県畜協、県家畜商協）

（２）利子補給率 １／２以内

（３）補給対象及び補給額

①令和７年度補助金交付･･･預託牛の販売等により預託代金の精算で確定した利子補給額

ア 令和５年度預託開始、令和７年度精算分（利子率1.7％を補助上限とする）

390頭×600千円×1.7％×20／12月×１／２＝ 3,315千円

イ 令和６年度預託開始、令和７年度精算分（利子率1.7％を補助上限とする）

330頭×600千円×1.7％×20／12月×１／２＝ 2,805千円

【債務負担行為の設定】

・令和７年度預託開始、令和８年度精算分（利子率1.7％を補助上限とする）

360頭×750千円×1.7％×20／12月×１／２＝ 3,825千円（令和８年度事業費）

・令和７年度預託開始、令和９年度精算分（利子率1.7％を補助上限とする）

510頭×750千円×1.7％×20／12月×１／２＝ 5,419千円（令和９年度事業費）

計 9,244千円

②発動要件

四半期ごとに発動を判断。当該四半期の直近12か月の平均子牛価格が発動基準を上回った場合、

又は当該四半期の前四半期における配合飼料の工場渡価格が発動基準を上回った場合に発動。

［発動基準］子牛価格 520千円 価格高騰前(平成25年度)の平均価格

配合飼料価格 62円/kg 価格高騰前(令和２年度)の平均価格
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事 業 名 あきたの酪農推進対策事業 担 当 生産振興チーム

事業年度 平成30～ 事業主体 県、全国農業協同組合連合会秋田県本部、 当初予算額 3,496 千円

日本ホルスタイン登録協会秋田県支部

事 酪農経営の体質強化と生乳生産の維持拡大を図るため、牛群検定を活用した個 財 一 般 3,496 千円

業 体管理や、乳用牛の改良推進を支援し、生乳生産基盤の強化を図る。 源

目 内

的 訳

実 １ 酪農生産性向上対策事業 1,841千円（○1,841千円）一

施 生乳の生産量や乳質、飼養管理技術の向上を図るため、牛群検定の取組を支援するとともに、牛群検定情報の

内 分析やデータの活用を促進し、牛群の改良を推進する。

容 （１）牛群検定推進事業

①補 助 先 全国農業協同組合連合会秋田県本部

②補助対象 牛群検定の推進に要する経費

③補 助 率 １／３以内

（２）酪農生産性向上支援事業業務委託

①委 託 先 日本ホルスタイン登録協会秋田県支部

②委託内容 牛群検定情報の分析、普及指導員等への情報提供

２ 第16回全日本ホルスタイン共進会 1,655千円（○1,655千円）一

乳用牛の資質向上と改良増殖を推進するため、共進会の出品を支援する。

（１）県負担金及び出品に係る助成

①補 助 先 第16回全日本ホルスタイン共進会秋田県出品委員会

②補助対象 県負担金、出品牛の輸送経費等

③補 助 率 県負担金は定額、輸送経費等は１/３以内

（２）共進会への出品意欲向上対策

①補 助 先 日本ホルスタイン登録協会秋田県支部

②補助対象 県畜産共進会最高位賞への奨励金

（３）県推進費（旅費）
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事 業 名 畜産競争力強化対策事業 担 当 調整・畜政・経済チーム

事業年度 平成28～令和32 事業主体 県、金融機関、協議会 当初予算額 194,355 千円

事 国の畜産競争力強化対策に基づいて、畜産クラスター協議会が策定した「畜産 財 国 庫 193,850 千円

業 クラスター計画」に位置づけられた中心的な経営体の収益性の向上や畜産環境問 源 一 般 505 千円

目 題への対応に必要な施設整備を支援する。 内

的 訳

実 １ 畜産経営体質強化支援資金利子補給事業 167千円（○167千円）一

施 新たな投資を促進するための長期低利資金「畜産経営体質強化支援資金」の融通に必要な地元負担の利子補給

内 について、県・市町村・融資機関の連携により対応する。

容 （１）令和７年度予算の内容

①平成28年度融資分(補助先：こまち農業協同組合)

ア 融 資 残 高 40,511千円（令和６年度末時点）

イ 利子補給額 33千円（40,511千円×県利子補給額0.08％＝32,409円）

②平成30年度融資分（補助先：秋田やまもと農業協同組合）

ア 融 資 残 高 159,828千円（令和６年度末時点）

イ 利子補給額 128千円（159,828千円×県利子補給額0.08％＝127,862円）

③令和７年度融資見込分

ア 融資要望額 100,000千円（令和７年11月末貸付を想定）

イ 利子補給額 ７千円（100,000千円×県利子補給額0.08％×1/12カ月＝6,667円）

（２）債務負担行為の設定

融資元本１億円に対する利子補給金 1,240千円（令和８～32年度）

２ 事業計画策定支援事業 338千円（○338千円）一

大規模畜産団地を整備する経営体への的確なアドバイスを行うため、現地支援会議を開催するとともに、円滑

な施設整備を支援する。

（１）実施内容（旅費314千円、需用費24千円）

①現地支援会議の開催（構成：県、市町村、ＪＡ等）

②経営分析、経営指導等の実施

③施設整備等の事業実施等

（２）対象地区 鹿角地区、由利地区、仙北地区、平鹿地区

（３）実施主体 県

３ 畜産環境対策総合支援事業 193,850千円（○193,850千円）国

肥料の国産化に向けて畜産業由来の堆肥などの国内資源の利用を推進するため、高品質堆肥の広域流通等に係

る取組を支援する。

（１）補助先 秋田県北地域畜産クラスター協議会

（２）取組主体 (有)ポークランド（小坂町）

（３）補助対象 糞処理施設整備費用及び堆肥製品製造機械導入費用の一部

（４）補助率 国１／２以内

（５）総事業費 426,470千円（うち国庫補助金193,850千円）

（６）補助スキーム 国→県→協議会→取組主体
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事 業 名 夢ある畜産経営ステップアップ支援事業【地域活性化対策基金】 担 当 生産振興チーム

事業年度 令和４～７ 事業主体 認定農業者、認定就農者等 当初予算額 56,719 千円

６月補正後 64,729 千円

事 複合型生産構造への転換を加速化するとともに、中山間地域等条件不利地での 財 繰入金 56,719 千円

業 畜産を核とした地域活性化を図るため、意欲ある農業者のステップアップに必要 源 一 般 8,010 千円

目 な取組について、重点的に支援を行う。 内

的 訳

実 １ 夢ある畜産経営ステップアップ支援事業【６月補正】

施 当 初 56,719千円（○56,719千円）入

内 →補正後 64,729千円（○56,719千円、○8,010千円）入 一

容 収益性の高い畜産経営体を育成するため、幅広いメニューで総合的な支援を行う。

（１）実施内容

①秋田牛の増頭

ア 施設整備等

イ 繁殖素牛導入

ウ 肥育素牛導入

②スマート農業の推進

ア 機械導入

③乳用牛の泌乳能力向上

ア 初妊牛導入

④比内地鶏の生産拡大

ア 飼養管理施設整備

イ 機械・資材導入

⑤自給飼料の生産拡大と耕畜連携の推進

ア 自給飼料生産拡大

(ｱ) 機械導入

(ｲ) 草地整備改良

(ｳ) 稲わら保管施設整備

イ 耕畜連携推進

(ｱ) 堆肥舎整備

(ｲ) 堆肥散布機械導入

⑥新規就農者の就農計画実現

ア 飼養管理施設整備

イ 機械・資材導入

ウ 素畜導入

エ 自給飼料生産拡大

オ 耕畜連携推進

⑦省コスト・省エネ化の推進

集乳の効率化や経費削減を図るため、省コスト・省エネ化に向けた機械導入を支援する。

ア 機械導入

（２）実施主体

①～④、⑥、⑦ 認定農業者、認定就農者又は畜産クラスター計画の中心的経営体

⑤ア(ｱ)、(ｳ) 認定農業者又は機械共同利用集団

⑤ア(ｲ) 認定農業者又は畜産クラスター計画の中心的経営体

⑤イ 耕畜連携集団

（３）補助率

①ア、イ、②～⑤、⑦ １／３以内

①ウ 導入資金の利子相当額の１／２以内

⑥ 農家出身者は１／３以内、非農家出身者は１／２以内
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事 業 名 次代につなぐ秋田牛資質向上対策事業【地域活性化対策基金】 担 当 生 産 振 興 チ ー ム

調整･畜政･経済チーム

事業年度 令和５～９ 事業主体 県 当初予算額 78,152 千円

事 本県肉用牛の生産拡大とブランド力強化を推進するため、産肉能力・脂肪の質 財 財 産 17,507 千円

業 を重視した種雄牛造成や繁殖雌牛の保留推進による遺伝的改良の取組、令和９年 源 繰入金 59,995 千円

目 に開催される第13回全国和牛能力共進会北海道大会に向けた出品技術の向上及び 内 諸収入 650 千円

的 若い担い手の確保対策を実施する。 訳

実 １ 種雄牛造成事業 19,334千円（○19,334千円）入

施 （１）脂肪の質を重視した種雄牛の造成

内 ①産肉能力検定

容 ア 種雄牛候補 ３頭

イ 現場後代検定 後代検定２セット、調整交配２セット

②新たな指標による基礎牛の選定及び候補種雄牛の選抜

ア 育種価解析

イ オレイン酸及び粗脂肪等測定

（２）新技術による効率的な種雄牛造成

①ゲノム育種価の活用 遺伝子解析 240頭

②種雄牛候補の効率的生産 性判別精液 200本

２ 高能力繁殖雌牛増産対策事業 41,445千円（○10,221千円、○30,574千円、○650千円）財 入 諸

（１）高能力雌牛の保留支援

①市場調査等による高能力雌牛の早期発掘

②高能力雌牛の確実な県内保留奨励 対象20頭、保留推奨金100千円／頭

（２）受精卵の安定供給と繁殖技術向上支援

①受精卵移植の推進 受精卵 160個

②繁殖技術の向上支援 県有牛飼養管理委託 37頭

３ 全共出品技術強化事業 14,534千円（○7,286千円、○7,248千円）財 入

（１）種牛の部出品技術強化の取組

①調教・飼養管理技術講習会の開催

②全共用若雄・若雌の作出・生産意欲の向上

ア 出品候補牛生産推進奨励 50頭

イ 県畜産共進会優勝奨励 １頭

ウ 全共１区出品候補牛導入 １頭

（２）肉牛の部出品技術強化の取組

①飼料や飼養管理の異なる条件での短期肥育試験 肥育牛飼養管理委託 ８頭

②全共用優良肥育素牛の作出及び生産技術強化

ア 出品牛生産推進奨励 20頭

イ 短期練習肥育牛の分析

４ 若い担い手裾野拡大対策事業 2,839千円（○2,839千円）入

（１）若い担い手への重点指導による早期経営安定

繁殖及び衛生管理技術向上の支援

（２）｢あきた牛飼い塾｣開催等による若い担い手及び畜産女性のスキルアップ

若い担い手等の経営管理指導

（３）全共特別区（高校生）への出品に向けた取組の推進

全共出品に係る学習活動への支援
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事 業 名 耕畜連携体制確立対策事業【地域活性化対策基金】 担 当 生産振興チーム

事業年度 令和５～９ 事業主体 耕種農家と畜産農家の集団等、県 当初予算額 21,433 千円

事 円安やウクライナ情勢等の影響により、肥料や飼料価格が高止まりしているこ 財 繰入金 21,433 千円

業 とから、水田を主体とした循環農業を推進し、農作物の生産性向上や自給飼料増 源

目 産の取組を支援する。 内

的 訳

実 １ 堆肥利用促進体制整備事業 9,757千円（○9,757千円）入

施 堆肥の利用促進による農作物の生産性向上を図るため、堆肥の高品質化や効率的な散布に係る取組に対し支援

内 する。

容 （１）良質堆肥の生産への助成

①補 助 先 耕畜連携組織、法人等

②補助対象 堆肥成分分析、堆肥施用実証に係る経費

③補 助 率 定額

（２）堆肥散布作業組織の育成

①補 助 先 耕畜連携組織、法人等

②補助対象 キャリアカー、マニュアスプレッダ等の機械導入及び堆肥の運搬に係る経費

③補 助 率 １/２以内

（３）堆肥利活用研修会の開催

２ 新たな県産飼料資源確保実証事業 11,676千円（○11,676千円）入

飼料価格の高騰を踏まえ、水田を活用した自給可能な新たな濃厚飼料の生産や利用に係る実証展示を通じ、県

内農家への普及を図る。

（１）事業内容

イアコーンサイレージ及び大豆ＷＣＳの栽培実証、現地栽培展示、給与試験

（２）事業主体

県（畜産試験場）
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事 業 名 家畜保健衛生・安全対策推進事業 担 当 家畜衛生チーム

事業年度 昭和26～ 事業主体 県、（公社）秋田県農業公社 当初予算額 65,347 千円

事 家畜伝染性疾病の発生予防・まん延防止対策、畜産環境保全対策及び獣医事・ 財 使用料 3,008 千円

業 薬事監視指導を行うことにより、本県畜産の生産性の向上と安全・安心な畜産物 源 国 庫 14,625 千円

目 の生産を図る。 内 財 産 118 千円

的 訳 諸収入 77 千円

一 般 47,519 千円

実 １ 家畜伝染病予防事業 19,275千円（○2,890千円、○13,200千円、○3,185千円）使 国 一

施 （１）家畜伝染病予防法に基づく検査等を行い、家畜伝染病の発生予防及びまん延防止を図る。

内 ①検査対象家畜 牛、馬、羊、豚、鶏、みつばち

容 ②検査対象疾病 ヨーネ病、ＢＳＥ、牛伝染性リンパ腫、豚熱、アフリカ豚熱、ＰＲＲＳ、オーエスキー病、

鳥インフルエンザ、ニューカッスル病、ふそ病等

（２）生産者からの依頼に基づく検査を行い、伝染性疾病の発生予防と生産性向上を図る。

放牧衛生検査、ふそ病検査、病理解剖等

（３）自衛防疫強化対策事業

家畜伝染性疾病の発生を未然に防止するため、組織的に行う予防接種に要する経費に対し助成する。

①交付先 （公社）秋田県農業公社

②事業内容

ア 牛伝染性疾病発生予防 牛伝染性鼻気管炎発生予防（4,270頭）

イ アカバネ病発生予防（5,500頭）

２ 家畜衛生技術総合推進事業 2,643千円（○118千円、○842千円、○1,683千円）使 国 一

（１）ＢＳＥ検査体制の強化

（２）飼養衛生管理基準等の推進、普及、啓発

（３）家畜衛生関連情報の収集

（４）精度管理体制の確立

（５）家畜伝染病まん延防止のための会議参加等

（６）薬剤耐性菌の発現状況調査

（７）獣医事、薬事監視指導

（８）畜産環境保全巡回指導

３ 家畜保健衛生所管理運営費 43,429千円（○583千円、○118千円、○77千円、○42,651千円）国 財 諸 一

（１）家畜保健衛生所の管理運営に要する経費

（２）備品購入 全自動洗濯機
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事 業 名 ＣＳＦ等緊急防疫対策事業 担 当 家畜衛生チーム

事業年度 令和２～ 事業主体 県 当初予算額 902,107 千円

事 豚熱やアフリカ豚熱等の発生予防及びまん延防止に資するため、家畜保健衛生 財 使用料 51,976 千円

業 所等における検査や豚熱ワクチン接種を円滑に推進するとともに、万一の発生に 源 国 庫 404,277 千円

目 備えた初動防疫体制を整備する。 内 一 般 445,854 千円

的 訳

実 １ 検査体制整備事業 6,501千円（○1,248千円、○5,253千円）国 一

施 豚熱等に関する特定家畜伝染病防疫指針に基づき、野生イノシシの豚熱等の検査を行うとともに、野生イノシ

内 シ用経口ワクチン散布を推進する。

容 （１）野生イノシシの豚熱等検査 120頭

（２）野生イノシシ用経口ワクチンの散布 県内全域

（３）監視伝染病発生時の緊急防疫体制の維持 全自動核酸抽出装置の整備

２ まん延防止対策事業 8,174千円（○3,372千円、○4,802千円）国 一

（１）空港におけるウイルス侵入防止対策

秋田空港及び大館能代空港における乗客の靴底消毒

（２）初動防疫備蓄資材の確保

①炭酸ガス容器の保管、点検

②初動防疫資材の追加備蓄 カゴ台車、捕鳥用網、防疫拠点用簡易テント等

３ 予防ワクチン接種緊急対策事業 101,966千円（○51,976千円、○45,335千円、○4,655千円）使 国 一

養豚場における豚熱発生予防のため、ワクチンを接種するとともに、免疫付与状況等確認検査を実施する。

（１）ワクチン接種 740千頭

（２）免疫付与状況等確認検査 1,500頭

４ 特定家畜伝染病防疫対策事業 785,466千円（○354,322千円、○431,144千円）国 一

豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等の特定家畜伝染病の発生に備え、防疫措置に係る経費を確保する。

（１）発生農場における防疫措置に係る資材、消毒及び埋却に係る経費

（２）制限区域内の消毒ポイント設置、運営に係る経費

（３）県内畜産農家の緊急消毒のための消毒薬配布

（４）民間の人材派遣会社への防疫作業の業務委託
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